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　（2）　‘Brexit’ のための立法化（その 1）―EU 離脱法案
　（3）　‘Brexit’ のための立法化（その 2）―離脱協定および実施法案































































は， 2017–18 年 EU（離脱）法案 （European Union （Withdrawal） Bill 2017–18） であり， 
第三は，離脱協定および実施法案（Withdrawal Agreement and Implementation Bill）









の承認によってのみ廃止可能であると 「宣言」 し97）， 第二に， 1998 年スコットラン
ド法はシーウェル憲法習律の作用について制定法上の承認を含むよう修正され，そ
れによって， 「UK の国会は， 通常は， スコットランド議会の同意なしには権限移譲
事項に関して立法を行わないものとする」 ことが 「認められる」 とされた98）。同一の
規定は， 2017 年ウェールズ法 （Wales Act 2017） にも含まれ， 同様に， 2006 年ウェー
ルズ統治法（Government of Wales Act 2006） は修正された99）。これらの諸規定の法














































ことはできず，それ故，権限移譲された諸機関の同意は EU 条約 50 条発動以前に
法的には必要とされてはいないと判示した103）。シーウェル憲法習律の制定法上の




































（2）　‘Brexit’ のための立法化（その 1）―EU 離脱法案
EU からの離脱を実現するための立法上の挑戦は，UK の国会が長年にわたって
従事する最重要な作業となるであろう。それが，UK の法システムへの EU 法の広







て誤った期待を抱かせるかもしれない。‘Brexit’ に備えて UK の法システムを整備





































上の第二について，「維持される EU 法」（EU 離脱後，UK の法システムの一部
であり続けることになろう，EU 法に由来する規範）の地位に関する制度配置もま
た，国会主権に関わり合いを有するであろう。「維持される EU 法」に対して残余
の至高性を規定するという EU （離脱） 法案における提案は，統治構造に関する貴





















国内の概念と 「基本的に調和しない」 「異質な」 考案物であったという誤解を招く考
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上の第三について，EU （離脱） 法案は，離脱日以降，UK の裁判所を EU 司法裁
判所の判決に従う義務から解放するが，関連する離脱前の判例法は，維持され，
「維持される EU 法」に関して判決を下す場合に下級裁判所を拘束し続けるであろ





































ンド議会（Scottish Parliament），ウェールズ国民会議（National Assembly for Wales）
あるいは北アイルランド議会（Northern Ireland Assembly）が「維持される EU 法」









































































質を与えて来ている。2017 年 12 月に合意された EU および UK の交渉者の「共同
報告書」において，UK 政府は，EU 市民に対してポスト ‘Brexit’ の諸権利を確立
するために第一次的立法を制定するという約束をしたが，それは，国内法において
直接効果を有し，それと抵触するいかなる国家の法的諸準則に対しても優先権を有





実施法案（Withdrawal Agreement and Implementation Bill）」は，離脱協定の市民の





の規定を制定することは， 現状を超えた動きとなるであろう。というのは， 1972 年
EC に関する法律の黙示的効果というのは，もし，EU 法と矛盾する将来の法が完
全な法的効力を有するという意図を有するというのであれば， 1972 年 EC に関する
法律は，EU 法と矛盾するいずれかの後続の立法によって明示的に覆されることが














唆している。そのような言質は，大変な努力が必要な ‘Brexit’ 交渉における UK と














は，ほぼ間違いなくそうした 2016 年および 2017 年の改正に対して刺激を与えてい
る 1998 年北アイルランド法 （Northern Ireland Act 1998） におけるレファレンダムの
必要条件の場合と同様である130）。これらのごく最近の変更以前には，2011 年 EU



















認）法 （European Union （Approval of Treaty Amendment Decision） Act 2012），2013 年
EU（クロアチア加盟およびアイルランド議定書）法 （European Union （Croatian Ac-
cession and Irish Protocol） Act 2013），2013 年 EU（承認）法 （European Union （Ap-
provals） Act 2013），2014 年 EU（承認）法（European Union （Approvals） Act 2014），
415
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2015 年 EU（財政）法 （European Union （Finance） Act 2015），2015 年 EU（承認）法 
（European Union （Approvals） Act 2015） および 2017年EU（承認）法 （European Un-



















に直面することが予想される。前述のように， 2011 年 EU 法は， 立法部による 「方












する 2011 年 EU 法の野心に照らすと，同法は厳しい非難の的となる制定法であっ
たが，それ故，同法は，それを通して ‘Brexit’ の最終条件を受け入れるあるいは拒
絶するための第二次 EUレファレンダムを支持する論拠にテコ入れする手段に転換






























制定法の目的によって支持されていない。EU 諸条約から UK への言及を除去する
ことと結びついた何らかのさらなる複雑性が存するかもしれない136）。しかし，い





は，2011 年 EU 法が適用を企図された EU の法的秩序を実質的に作り変える種類
の条約とは性格の点で基本的に異なるように思われる137）。
いずれにせよ，EU 離脱法案は，2011 年 EU 法は明白に廃止されるであろうこと
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